
（平成２１年３月18日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認宮崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

宮崎国民年金 事案 341 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年４月から 43年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏     名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住     所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月から 43 年９月まで 

国民年金保険料は、私の妻が夫婦二人分の保険料を納めてきたはずで

ある。しかし、社会保険事務所へ照会したところ、申立期間については、

私の妻は納付済みとなっているのに、私の分のみが未納となっている。 

申立期間について未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険

料をすべて納付しているとともに、厚生年金保険及び国民年金の切替手続

も適切に行っているなど、申立人の国民年金制度への関心と納付意識の高

さがうかがえる。 

また、Ａ町保管の国民年金被保険者名簿には、申立期間直前で、かつ、

被保険者資格取得月に当たる昭和 41 年３月の国民年金保険料１か月分に

ついて、申立人が 45 年 12 月 22 日に 300 円を納付した後、特例納付保険料

額の１月分に不足する差額 150 円を 46 年１月 23 日に納付している旨の記

載が認められる上に、本来の収納機関である社会保険事務所保管の特殊台

帳には、その旨の記載は無いなど、申立人の保険料の納付記録の管理が適

切に行われていなかった可能性がうかがわれる。 

さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の妻から、

申立期間当時には資力は十分にあったとし、生活状況に著しい変化も無か

ったとしているなど、申立人及びその妻の主張は基本的に信用できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 
 



                      

  

宮崎国民年金 事案 343 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年１月から同年３月までの期間、53 年１月から同年３

月までの期間、57 年１月から同年３月までの期間及び 60 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年１月から同年３月まで 

           ② 昭和 53 年１月から同年３月まで 

           ③ 昭和 57 年１月から同年３月まで 

           ④ 昭和 60 年１月から同年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、私の元妻が地区の集金人へ納付

していたはずである。また、はっきりしないが、昭和 57 年ごろ以降は、

妻ではなく私自身がＡ町役場へ納付していた。 

申立期間について未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、合計 12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、昭

和 41 年１月から 62 年４月までの国民年金保険料について、申立期間を除

き、すべて納付しており、このうちの 49 年 12 月から 61 年４月までの期間

については、国民年金に任意加入していることが確認でき、申立人の国民

年金保険料の納付意識の高さがうかがえる。    

   また、Ａ町保管の国民年金被保険者名簿等により、４つの申立期間につ

いては、その前後の国民年金保険料がすべて納付済みとなっている上に、

申立人が、申立期間４つを含み、かつ、納付年月日が確認できる昭和 41 年

１月から 61 年３月までの 20 年間の国民年金保険料を、申立期間を除き、

すべて現年度で納付していることが確認できる中で、申立人が申立期間４

つ、各々わずか３か月間の保険料を納付しなかったと考えるのは不自然で

ある。 

さらに、申立人が加入していた納付組合の加入員であったことが認めら

れる被保険者７人の国民年金保険料の納付記録を見ると、その全員が、申



                      

  

立期間４つを含めて国民年金加入期間中の保険料を完納していることが確

認でき、申立人のみが保険料を納付しなかったと考えるのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

宮崎厚生年金 事案 244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 29年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 6,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 12月１日から 30 年１月 23日まで 

   私は、昭和 29 年から平成２年に退職するまでの間、Ａ社の本店及び支店

に継続して勤務していた。 

申立期間は私が本店から開設された支店へ転勤となった期間であるが、社

会保険庁では、申立期間１か月の厚生年金保険の加入記録が無いとしている。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ａ社保管の名簿及び申立人に係る雇用保険被保険者記録により、申立人が、

申立期間を含む昭和 29年４月１日から平成２年６月 30日までの間、同社に継

続して勤務（昭和 29年 12月１日に、同社本店からＢ支店へ異動）し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店に係る被保険者資格

の取得時点の記録から、6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社では、当時の社会保険に係る関係資料が無く、厚生年金保険の加入

状況、保険料の控除状況等が不明としており、このほかに確認できる関連資料



                      

  

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料等が無いことから、行

ったとは認められない。 

 

 



                      

  

宮崎国民年金 事案 340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年５月から 62 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年５月から 62 年 12 月まで 

申立期間のうち、Ａ市在住時で病院に入院していた期間の国民年金

保険料については、私の元夫から、義母が夫婦二人分を納付していた

と聞いている。 

また、私の退院後、Ｂ市へ転居した昭和 56 年ごろ以降の国民年金保

険料については、当初は、元夫が夫婦二人分を納付し、義父母も転居

してきた 59 年ごろからは、義母も納付していた。Ｂ市における当時の

保険料は１人当たり 9,000 円ほどであったし、集金場所は、ある小学

校前にあった施設建物であったこと、さらには私自身も２度程納付に

出向いたことがある。 

申立期間について未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の義母及び元夫が、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、

申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与していない

など、納付を行ったとする申立人の義母及び元夫も、高齢等のため事情

聴取には応じられないとしていることから、申立期間に係る保険料の納

付状況等が不明である。 

   また、申立人は、義母等が納付していた国民年金保険料は夫婦二人分

であったと主張しているものの、申立人の元夫の国民年金保険料の納付

記録を見ると、申立期間については、その夫が厚生年金保険に加入して

いる期間を除き、申立人と同様に、未納となっていることが確認できる。 

   さらに、申立人は、Ｂ市へ転居した昭和 56 年ごろ以降の国民年金保険

料について１人当たり 9,000 円ほどであり、また、集金場所は小学校前



                      

  

の施設建物であったとしているが、当時の保険料額は１人当たり 4,500

円から 7,400 円までであるとともに、Ｂ市では、申立人が挙げた小学校

前の施設建物内で、国民年金保険料を収納していたとしているものの、

その開始時期は 61年ごろからとしており、申立人の記憶と相違している。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                      

  

宮崎国民年金 事案 342 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年６月から 52 年４月までの期間及び 53 年 11 月から

58 年２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年６月から 52 年４月まで 

             ② 昭和 53 年 11 月から 58 年２月まで 

私は、年金は大事なものだと自覚していたので、結婚後は私の夫に

関しても、私が必ず国民年金と厚生年金保険の切替手続を行ってきた。 

社会保険庁では、両申立期間について、私が厚生年金保険被保険者

であったため、その配偶者である私の夫は強制加入ではなかったとし

ているが、昭和 47 年１月以降の期間などの、両申立期間と同じような

期間の保険料はすべて納付済みとなっている。また、両申立期間の国

民年金保険料については、私が銀行支店で納付してきた。 

申立期間について、未加入、保険料未納とされていることに納得が

いかない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

また、申立人の妻は、両申立期間がすべて含まれる昭和 48 年 10 月 23

日から平成９年７月１日までの間、厚生年金保険の被保険者資格を有し

ていることが確認でき、その配偶者である申立人は国民年金の任意加入

対象者となるところ、その妻は自ら、昭和 50 年６月ごろ及び 53 年 11 月

ごろに市役所で任意加入の申し出を行ったとしている。しかし、社会保

険庁の電算記録はもとより、社会保険事務所保管の特殊台帳及びＡ市保

管の国民年金被保険者名簿では、申立人が国民年金被保険者資格を、申



                      

  

立期間②直後の昭和 58年３月２日に任意加入者として取得していること

が確認できるのみであり、申立人が両申立期間中に国民年金に加入して

いた事跡が確認できないことから、申立期間は未加入期間であり、国民

年金保険料に係る納付書は発行されなかったものと考えられ、申立期間

当時、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の妻は、両申立期間と同様に、申立人が任意加入対象

者であったとする昭和 47 年１月以降の期間などを挙げ、各申立期間の保

険料を納付していたと主張しているが、当該期間のうちの 47 年１月につ

いては、申立人及びその妻が共に国民年金の強制適用対象者であったこ

とによるものであり、このことをもって申立期間を納付していたものと

裏付けるまでには至らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 



                      

  

宮崎厚生年金 事案 245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年から 57年まで 

    私は、申立期間のうちの１年数か月間ほど、Ａ事業所で勤務していた。在

職中は一般事務にも携わって、給与から社会保険料を控除していたこと、会

社からもらった健康保険証で病院へ行ったことなどを記憶している。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人がＡ事業所において、申立期間のうち、

昭和 56年２月 21日から 57年６月 12日までの間勤務していたことが確認でき

るものの、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資料は無い。 

また、社会保険庁の電算記録、及び社会保険事務所保管の事業所記号払出簿

では、申立てのＡ事業所などという事業所が申立期間以降現在までの間、厚生

年金保険の適用事業所となっていることが確認できない。 

さらに、Ａ事業所の所在地に住所地があり、かつ、同社の監査役である申立

人の叔母から、当該事業所は申立期間当時、社長や申立人、取締役で現場監督

員だった２人の計４人以外の従業員は出稼ぎ労働者であったこと、事業所は厚

生年金保険には加入しておらず、Ｂ健康保険組合に加入していたことなどの証

言が得られた。 

加えて、前出の社長及び取締役の計３人は申立期間中、申立て事業所を含め

てもなお厚生年金保険の被保険者であったことが認められないとともに、２人

の取締役については、当該期間の大部分について国民年金へ加入している上、



                      

  

国民年金保険料を納付済みか又は申請免除していることが確認できるなど、申

立てを裏付けることができなかった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 


